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* 大学改革支援・学位授与機構　助教
₁  『第 ₃ 版 学校教育辞典』によれば，「教職員とは，教・職員すなわち教員ならびに学校事務職員等の総称」（加澤，₂₀₁₄: 

₂₅₆）と定義される。本稿で「教職員」と記述する場合は，基本的に「教員」，「事務職員」の両方を含んでいる。ただ
し，大場は，「教職員」という場合に「『教育職員』（教員）と同義である」とする「用法」も存在することに言及してい
る（大場，₂₀₀₆: ₂₈₈）。

1 ．はじめに

1.1　課題設定
　本稿の目的は，戦後日本の学生支援を担ってき
た教職員₁（以下，「学生担当職」とする）の特徴
と役割について，戦後初期，特に，₁₉₅₀年代半ば
の「学生担当職」をめぐる教職員構成と関連する
研修事例の実態に着目することで実証的に明らか
にすることである。
　現代の学生支援をめぐって天野は，「心身の健康
問題から学習困難や就職の問題まで，さまざまな
領域での支援が必要とされる」（天野，₂₀₁₃: ₆₁）
と述べている。また，学生文化研究の観点から武
内・浜島は，「入学から就職，進学，留学まで学生
の全面的な成長の観点から，きめ細かい学生支援」

（武内・浜島，₂₀₁₈: ₁₅）を指摘し，学生論の立場

₁₉₅₀年代半ばにおける「学生担当職」の担い手に関する一考察
―「学生部」の教職員構成と研修事例に着目して―

蝶　慎一*

要　旨

　本稿の目的は，「学生担当職」の担い手の実態と役割，必要な資質・能力を歴史的に考える上で，その
ルーツを考察することである。具体的には，₁₉₅₀年代半ばの「学生部職員名簿」に基づき，実態，資質・
能力の諸相を明らかにする。更に，「第 ₃ 回研修」を事例に，そこで参画していた「学生担当職」が，そ
の後各大学で「厚生補導」の要職に就いていった可能性に言及した。本稿の知見を整理すれば，以下の ₃
点である。第 ₁ に，「学生担当職」は，教員，事務職員の双方が「学生部」という組織を乗りあいにして
業務を担っていた。第 ₂ に，教育的かつ実践的な資質・能力が求められていた。第 ₃ に，全国規模の研修
では教員，事務職員の双方が「講師」や「助言者」を担当していた。しかし，教員，事務職員の双方がど
のように協働しながら各大学で「厚生補導」を普及・推進させていくのか，という現代に至る学生支援の
課題は，既に₁₉₅₀年代半ばに析出されていた。

キーワード

　₁₉₅₀年代半ば，学生担当職，担い手，厚生補導，研修

から葛城は，「学習習慣や学習レディネスを身につ
けさせる」（葛城，₂₀₁₅: ₃₉）取り組みの必要性に
言及している。更に，GP 事業を中心に（小島，
₂₀₁₄），「準正課教育」（村田・小林，₂₀₁₅: ₄₃），
学生の成長機会を提供するような正課外教育とし
てリーダーシップ教育（舘野，₂₀₁₈: ₈₄-₈₅）に加
え，近年では性的マイノリティに対する新たな実
践（長尾，₂₀₁₈: ₃₁-₃₆）も進められている。この
ような現状から，現代の「学生担当職」には，「こ
れまで以上に多様な業務遂行能力とスキル」（井
下，₂₀₁₅: ₁₁）が求められている。
　これまでも戦後日本の大学では，教職員の実態
と役割について広く議論が行われてきた（山本，
₁₉₉₈: ₁₇₃；大場，₂₀₁₃: ₁₅₃-₁₅₇；東京大学，₁₉₆₉: 

₇₇-₇₉；後藤，₁₉₉₀）。これは「学生担当職」に
おいても例外ではない（林，₁₉₇₅: ₄₄-₄₆；羽田，
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₂₀₁₃: ₁₈-₁₉）。その中心で採り上げられてきたの
は，戦後初期に「大学職員の専門職化」（大場，
₂₀₁₆: ₆₅）を初めて議論，検討したとされる学徒厚
生審議会答申（₁₉₅₈年）（以下，「審議会答申」と
略記），そして，その基本的な趣旨を継承した中央
教育審議会答申（₁₉₆₃年）（以下，「三八答申」と
略記）であった（蝶，₂₀₁₅: ₁₃₀）。具体的な議論
は，以下詳しく述べるように，「学生担当職」はど
のような担当職務を行っており，いかなる資質・
能力が必要とされてきたのか，というものであっ
た。
　「審議会答申」では，例えば，「各学生の主体的
条件に働きかける教育指導を行うことによって，
その人格形成を総合的に援助すること」（学徒厚生
審議会編，₁₉₅₈）とし，また，「三八答申」では，

「職員に対しては，職務の遂行上，教育的な判断を
要することが多い」（教育事情研究会編，₁₉₈₁: 

₁₄₂）ことが明示されてきた。これら答申の内容
は，現代の「学生担当職」に必要とされる能力開
発の議論にも少なからず影響を与えており，その
担当職務の遂行には，教職員双方による教職協働
が重要であるとの前提的な認識の醸成に結実して
いる（橋場，₂₀₁₆；井下，₂₀₁₅: ₁₁）。
　一方で，「学生担当職」の動向やそのあり方に
ついては，これまでも少なからず言及がなされて
きた。実証的な考察ではないものの，羽田は，国
立大学の「学生部は事務職員によって構成されて
いたが，その長は，教員でもありうるし，職員で
もありうる」（羽田，₂₀₁₃: ₁₈）とし，同様に井下
は，自身の経験的な省察を通じて「新入生の生活
適応，学習行動の習慣化，就職活動支援」といっ
た学生支援に関する「活動は教職協働の好例」と
述べている（井下，₂₀₁₅: ₉, ₁₁）。近年では，米国
における「学生担当職」それ自体についても検討
がなされている（保坂，₂₀₀₁；小貫，₂₀₀₇；小貫，
₂₀₀₉；中井・齋藤，₂₀₀₇）。保坂は，米国におけ
る「学生担当職」の担当職務が「標準化」の方向
に向かっていることを指摘し（保坂，₂₀₀₁: ₅₀₃-
₅₀₆），また，小貫はそれが専門職化の背景ととも
に展開してきた経緯を考察している（小貫，₂₀₀₇: 

₃₅-₃₆）。

　しかしながら，「学生担当職」をめぐる役職者
の着任動向とその担当職務を概説した数少ない
先行研究の山本（₁₉₉₈: ₁₆₆-₁₆₇），羽田（₂₀₁₀: 

₂₆-₂₇），大場（₂₀₁₆: ₆₃-₆₅）では，国立大学の事
務職員をめぐる規定や当時の回顧録的な記述にと
どまっており，「学生担当職」における担い手の
詳細な実態や役割を実証的に検討するという点で
課題がある。ますます大学では，「事務職員でも教
員でもない仕事の領域」（二宮ほか，₂₀₁₇: ₂）を
担う新たな専門職員の必要性が問われ始めている
なかで，戦後我が国の大学のルーツとなる₁₉₅₀年
代の「学生担当職」の実態とその資質・能力の特
徴を探索的に考察することは，今後の「学生担当
職」に携わる教員，事務職員等の取組や専門的な
能力開発のあり方に実践的な示唆を与えると考え
る。
　結論を先に述べれば，₁₉₅₀年代半ばにおける

「学生担当職」は，教員，事務職員の双方が「厚生
補導」に関わる「学生部」の要職（関連の部課長
等）に着任し，推進する立場にあった。加えて，
これら教員，事務職員が一緒に参画する全国規模
の研修も実施されており，必要とされた資質・能
力を習得する機会の提供も試みられていた。そこ
で本稿では，₁₉₅₀年代半ばにおける「学生担当職」
の特徴と役割について，当時の実態が把握できる
一次資料を活用することでどのように教職員が
担っており，いかなる資質・能力₂ や役割が求め
られていたのかを実証的に明らかにする。

1.2　分析の視点と資料
　本稿では，₁₉₅₀年代半ばおける「学生担当職」
の担い手の実態と役割，求められた資質・能力を
考える際に，そのルーツを詳論するにあたり，
①各大学における「学生部」の教職員構成，②研
修目的，内容から見る求められた資質・能力，
③研修に参画した教員，事務職員の特徴，の分析
の視点を設定する。まず，①「学生部」の教職員構
成からは，₁₉₅₀年代半ばに「学生担当職」を務め
た教員，事務職員がどのような構成だったのかを
明らかにすることで，当該職の実態，特徴を明ら
かにできる。②研修で求められた資質・能力がい

₂  市川によれば「用語の意味が不明確なこと」（市川，₂₀₁₅: ₇₂）を含め，「資質・能力」の具体的な定義については，これ
まで多くの分野で議論が行われてきたことが概説されている（市川，₂₀₁₅: ₇₁-₇₅）。したがって本稿では，当該用語それ
自体の詳細な検討は行っていないことを述べておく。

大学評価・学位研究　第21号（2020）
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かなるものだったかを検討することで，どのよう
な担当業務が想定されていたのかを考察できる。
そして，③研修に参画した教員，事務職員である

「学生担当職」の特徴を明らかにすることで，『講
師』，「受講者」という二者に加えて，「助言者」と
いう現職の教員，事務職員の双方から成る者が直
接研修に関与することで，その職務の性格がより
明確化できる。なお，②求められた資質・能力，
③研修における現職者の関与の関連については，
今津が整理している「資質・能力の向上という目
的を具体化する方法として捉え」（今津，₂₀₁₂: ₉₈）
る「現職研修」の重要性の観点を参考に検討して
いく₃。
　次に，以下の ₂ 点を一次資料として用いる。 ₁
点目は，₁₉₅₀年代半ばの「学生担当職」の実態が
把握できる，「〔附録〕全国・公・私立（短期大学
を除く）学生部職員（部・課長）名簿」（以下，

「学生部職員名簿」と略記）である。この「学生部
職員名簿」は，『学生生活時報』（第₁₀号，国立国
会図書館所蔵）₄ に所収され，₁₉₅₆年₁₀月 ₁ 日時点
の「学生部」に所属する教職員の氏名，役職が一
覧になって整理されている。 ₂ 点目は，当時の

「学生担当職」の研修として分析事例に採り上げる
「第 ₃ 回補導職員研修会」（以下，「第 ₃ 回研修」と
略記）の実態が記載されている『第 ₃ 回補導職員
研修会報告書』（国立教育政策研究所教育図書館所
蔵）₅ である。あわせて，「第 ₃ 回研修」の全般的
動向が確認できる『学生生活時報』（第 ₁ 号，国立
国会図書館所蔵）₆ も参照する。なお，資料的制約
及び関連する処務規定等を背景とした分析₇ を試
みることから，本稿では，主に国立大学の「学生
担当職」に焦点を当てた検討となることを断って
おく。
　本稿の構成は，以下の通りである。まず，₁₉₅₀
年代半ばに「学生担当職」がどのような教職員構

成であったのかを明らかにする（₂．）。続いて，
「第 ₃ 回研修」における「学生担当職」の研修関係
者がいかなる特徴をもっていたのかを分析する

（₃．）。最後に，以上の分析結果を踏まえ，あらた
めて『学生担当職』の担い手とは，誰であるか，
その資質・能力とは何であるのか，それを育成す
る方法はいかなるものか，という実践的論点を描
出し，残された課題を述べる（₄．）。

2 ．1950年代半ばの「学生担当職」と求め
られた資質・能力

　本節では，まず「学生担当職」の実態を検討す
る上で，歴史的に関係組織となってきた「学生部」
の歴史的な経緯と特色を整理し（₂.₁），前述の₁.₂
で述べた「学生部職員名簿」の一次資料に基づい
て「学生部」の役職者の実態を明らかにする。こ
こから，どのような教職員が担い手として「学生
担当職」を担っていたのかを分析する。そして，
これら担い手に対していかなる資質・能力が求め
られていたのかを考察する（₂.₂）。

2.1　「学生担当職」の組織と担当職務のあり方
　「学生部」の歴史を遡ると，₁₈₈₁年，東京大学で
は東京大学職制の改正により「寄宿課」が設けら
れ，寄宿生を「監督」する任務にあたっていたこ
とに端を発する（東京大学百年史編集委員会編，
₁₉₈₇: ₁₁₀₂-₁₁₀₃）。大正時代には，各々の帝国大学
で順次「学生監室」の設置が進み（永田，₂₀₁₀: 

₆₇），その後，「学生の管理機能が強かった」（羽田，
₂₀₁₀: ₂₆）と言われる「学生主事」が置かれた₈。
　戦後初期に入り，以下に述べる通り，「学生部」
が制度的に置かれることになった。₁₉₅₁年 ₆ 月，
大学基準で，「学生生活の向上を図るために適当な
専任機関を設けなければならない。」（第 ₈ 項）と
する条項が追加され（蝶，₂₀₁₂），₁₉₅₆年₁₀月には

₃  詳細は，今津（₂₀₁₂: ₉₈-₉₉）を参照されたい。
₄  詳細は，文部省大学学術局学生課編（₁₉₅₇: ₇₆-₉₉）に所収の当該「学生部職員名簿」を参照されたい。
₅  『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』は，昭和₃₁年度と位置づけられているが，正確な発刊年は不明である。なお，本稿の参

考文献では，『第 ₁ 回補導職員研修会報告書』，『第 ₂ 回補導職員研修会報告書』，『第 ₄ 回補導職員研修会報告書』も同様
に発刊年が確認できなかったため，「（不明）」として記述している。

₆  詳細は，文部省大学学術局学生課（₁₉₅₃a），文部省大学学術局学生課（₁₉₅₃b）を参照されたい。
₇  吉田（₁₉₈₅）では，国立大学を対象にしている。
₈  大島によれば，「担当の事務部署を設けて専門的に就職斡旋を行う」ことが組織的に行われるようになったのが₁₉₂₀年代

と言われる。私学ではあるが，₁₉₂₄年に明治及び早稲田が「人事課」として「就職部」を設置したという（大島，₂₀₁₂: 
₃₈, ₄₁）。
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大学設置基準で，「大学は，学生の厚生補導を行う
ため，専任の職員を置く適当な組織を設けるもの
とする。」（第₄₂条，下線は引用者）が定められ
た₉。こうして「厚生補導のための専門部署」（川
島，₂₀₁₈: ₈₁）の組織として制度化されたのが

「学生部」である。戦後初期の「学生部」について
羽田は，「学生部が大学組織の大きな比重を占め」
ていたとし（羽田，₂₀₁₀: ₂₆），同様に天野は，

「大学の内部で重要な地位を占めるようになって
い」たと指摘する（天野，₂₀₁₃: ₄₅）。そこで，
₁₉₅₀年代半ばの「学生担当職」を検討する前提と
して，当時の「学生部」の状況について整理して
おきたい。
　₁₉₅₀年代の「学生部」の状況については，各大
学の周年史，文部省や大学関係者の回顧録や論考
に散見される。例えば，吉田の論考によれば，典
型的な「学生部」の組織体制として「学生課，厚
生課等が置かれているほか，学生委員会，学生部
委員会，厚生補導委員会と云う名称の委員会が置
かれており，その組織は各学部から選出された教
官，学生部長等によって構成」（吉田，₁₉₈₅: ₂₈）
されたという。また，「学生部の性格が必ずしも明
確なものではなく，また画一的なものでもないこ
とは明らか」（長谷川，₁₉₇₅: ₇）とする回顧もあ
り，当時「学生部」の捉え方も一様ではなかった
ことが窺われる。そして，注目すべき当時の証言
として₁₉₅₂年から₁₉₆₂年まで文部省の大学学術局
学生課長に就いていた西田亀久夫は，戦後の「学
生部」について次のように述べている。

　「戦後の荒廃の中で，宿もなく，食も乏しく，
経済的に貧窮のどん底にあった学生を抱えて，
学生部がまず没頭せざるをえなかったのは，か
れらの脱落を防ぐための厚生福祉事業でした。

（中略）生活の窮乏と精神的混迷の時代に，どう
すれば学生の低落を防止できるかという具体的
な問題を抱えていました。」（西田，₁₉₈₉: ₆，下
線は引用者）

　上記の記述から，敗戦後₁₉₅₀年代の「学生部」
に求められた「厚生補導」としての取り組みは，

「貧窮のどん底」の「学生」に対して衣食住の学生
生活の最低限の保障を行うことであった（西田，
₁₉₈₉: ₆）。また，当時は戦後の日本社会や環境の
不安定な状況から学生運動が起こり（文部省，
₁₉₅₂: ₂₂-₂₃，西田，₁₉₉₆: ₁₅₆-₁₅₈），東京大学総
長を務めた矢内原によれば，当時の「学生部」は，

「学内秩序の維持」，「学内警察的機能」を果たして
いたという（矢内原，₁₉₅₂: ₁₁₂）。

　「戦前，高等学校及び大学に存在していた学生
補導制度が，高等教育における人間育成に効果
をあげていた面もありながら，全般としては戦
争指導に利用せられ（中略）われわれは，（中
略）本来の教育的な補導の立場を確立する責任
を有している」（文部省，₁₉₅₂: ₂₃，下線は引用
者）

　戦前に「（厚生）補導」に関わる活動が存在しな
がらも，「戦争指導」という本来の「人間育成」と
いう目的とは異なる方向に進められていた。一方
で，文部省は，戦後初めて₁₉₅₃年に発刊した教育
白書『わが国教育の現状』で（杉浦，₁₉₉₀: ₃₄₈-
₃₄₉），「学生部」が取り組む担当職務，活動につ
いて，学生の「成長」や「発達」（文部省，₁₉₅₃: 

₁₆₉）といった教育的な役割の重要性を次のように
述べている。

　「厚生補導とは，（中略）学生を生活し成長す
る主体としてとらえ，かれらが学園を中心とす
る生活の中で，その個性に応じて最高度の成長
と発達を遂げ，将来民主的な社会人としてその
技能を発揮するための資質を身に着けうるよう
に，大学が学生に対して与える科学的・組織的
な指導と援助の活動をいう」₁₀（文部省，₁₉₅₃: 

₁₆₉，下線は引用者）

₉  「国立大学には，国立学校設置法施行規則によって，厚生補導に関する部局がおかれ（以下，略）」（文部省，₁₉₅₃: ₁₆₉）
との記述があり，「学生部」に関する組織設置についての言及が見られる。この点に関し，天野は，戦後に「広く学生生
活の充実を図るために専任の教職員を置き，適当な組織を設ける」（天野，₂₀₁₃: ₄₅）ことを指摘している。

₁₀ 厳密には「学生助育」（Lloyd, ₁₉₅₃）についての定義であり「厚生補導」とは異なるが，「補導・厚生研究会」の報告書
『学生助育総論』（文部省大学学術局学生課編，₁₉₅₃）には，「学生を各種の人間的な欲求を持つて〔ママ〕生活し成長す
る主体であると見なす観点に立ち，その発達と成熟を助長し援助する一切の活動」（文部省大学学術局学生課編，₁₉₅₃: 
序言頁，下線は引用者）という類似した記述も見られる。

大学評価・学位研究　第21号（2020）



蝶：1950年代半ばにおける「学生担当職」の担い手に関する一考察 7

　ここから前述の西田（₁₉₈₉: ₆）が指摘した衣食
住に関わる学生生活の担保という厚生的な役割に
加え，₁₉₆₀年代半ばには，文部省が「新制大学の
教育理念に即した大学教育の一環」（文部省編，
₁₉₆₄: ₃₂₄）としての総合的な「厚生補導」のあり
方を示すまでに至った。こうして「厚生補導」は，
₂₀₀₀年の「廣中レポート」を経て学生支援という
形で継続的に展開され（高石，₂₀₀₉: ₇₉-₈₁；谷田
川，₂₀₁₆: ₁₇-₂₁），「学生の人間形成を図」ること
を理念とし「課外教育活動，奨学援護，保健指導，
職業指導等を含む」（中央教育審議会大学分科会質
保証システム部会，₂₀₀₉）多様な活動として推し
進められている。以上の経緯を踏まえれば，「学生
担当職」が学生生活に関わる厚生的な役割と同時
に，新制大学の発足後の₁₉₅₀年代に多々見られた
教育的な目的・理念（例えば，学生は「生活し成
長する主体」であり，「民主的な社会人として（中
略）資質を身に着けうる」存在），それらに対する
取組方法（例えば，「科学的・組織的な指導と援助
の活動」）が明示されていた₁₁ と考えられる。

2.2　「学生担当職」の実態と求められた資質・能
力

2.2.1　「学生担当職」の組織体制―「学生部」の
状況を中心に―

　それでは，当時の「学生担当職」は，どのよう
な教職員構成になっていたのだろうか。まず，「学
生部」の長であった「学生部長」，関係する課とし
て「学生課長／補導課長」，「厚生課長」について

教職員別に見ていきたい（図 ₁ ）。続いて，「学生
部」それ自体に着目し，どのような教職員構成に
なっていたのかを整理する（後述図 ₂ ）。加えて，
各大学の「学生部」ではいかなる教職員が役職者
に就いていたのか，本節では一部の事例にはなる
が，その特徴を検討する（後述表 ₁ ）。
　まず，「学生部長」についてである。₁₉₅₀年代半
ばの「学生部長」は，「学長」，「図書館長」，「学生
部長」という「大学の『三役』の一つ」であり，
その「地位は高いもの」であった（天野，₂₀₁₃: 

₄₅）。図 ₁ に示すように，「学生部長」の「役職者
の構成」を，「教員（教官）」，「事務職員（事務
官）」別に見ていくと，全「学生部長」（₇₂人）に
対して，「教員（教官）」が就いていた「学生部長」
が₉₁.₇％（₆₆人）と大半を占め，「事務職員（事務
官）」は₈.₃％（ ₆ 人）ときわめて少数にとどまっ
ていた。こうした傾向は，₁₉₆₃年の「三八答申」
でも「学生部の長は学部の教授が兼任する場合が
多」く，「学生部長の仕事は，複雑となり，また増
大してきてい」た（教育事情研究会編，₁₉₈₁: ₁₄₂）
とあり，近年に至るまで続いていくことになる。
　次に，「学生課長／補導課長」，「厚生課長」につ
いてである。同様に図 ₁ を見ると，全「学生課
長／補導課長」（₆₇人）に対して，「教員（教官）」
が₄₄.₈％（₃₀名）であり，「事務職員（事務官）」
は₅₅.₂％（₃₇人）であった。一方，「厚生課長」で
は，全「厚生課長」（₅₃人）に対して，「教員（教
官）」はわずか₇.₅％（ ₄ 名）と少なく，大多数が

「事務職員（事務官）」で₉₂.₅％（₄₉名）であった。

図 1　「学生部」における役職者の構成
〔出典〕「学生部職員名簿」の pp. ₇₆-₈₅ より筆者作成（単位：人）

66

6

学生部長

30
37

学生課長／補導課長

教員(教官） 事務職員（事務官）

4

49

厚生課長

₁₁ 文部省（₁₉₅₃: ₁₆₉）を参照し，引用。
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　続いて，各大学の「学生部」で見ると教職員は
どのように構成されていたのだろうか。以下，
①「教員（教官）」及び「事務職員（事務官）」双方
による「学生部」，②「教員（教官）」のみによる

「学生部」，③「事務職員（事務官）」のみによる
「学生部」，の ₃ つに分けて検討したい。まず，図

₂ より全大学（₇₂大学）の「学生部」のうち，
①「教員（教官）」及び「事務職員（事務官）」双方
による「学生部」は₅₅大学（₇₆.₄％）で全体の約
₄ 分の ₃ を占めていた。一方で，②「教員（教官）」
のみによる「学生部」は，₁₁大学（₁₅.₃％），③

「事務職員（事務官）」のみによる「学生部」は，
₆ 大学（₈.₃％）と少数にとどまっていた。
　加えて，「学生部職員名簿」より抽出した ₇ 大学
に限られるが，「学生部」をめぐる具体的な組織体
制を見ていく上で，その役職者としての「学生部
長」，「学生課長／補導課長」及び「厚生課長」の
着任実態を整理する。表 ₁ より一例を示せば，
①「教員（教官）」及び「事務職員（事務官）」の双
方による組織については，京都大学，京都工芸繊

維大学，名古屋大学，神戸大学，岡山大学が，
②「教員（教官）」のみによる組織については，愛
知学芸大学（現愛知教育大学）が，③「事務職員

（事務官）」のみによる組織では，鳥取大学が該当
していたことが確認できる。
　ここから，「学生担当職」の組織体制として「学
生部長」，「学生課長／補導課長」，「厚生課長」の
いずれの役職者についても「教員（教官）」，「事務
職員（事務官）」が携わっていた実態が明らかに
なった。加えて，「学生部」等の関連組織の体制に
おいても同様の傾向が見て取れた。以上より，『学
生担当職』が担っていた活動は，教員，事務職員
がともに関与し，行っていくことが必要とされる
ような「厚生補導」の業務に特有の性格を有して
いたことが推測される。

2.2.2　「学生担当職」に求められた資質・能力
　続いて，「教員（教官）」及び「事務職員（事務
官）」の双方が就いていた「学生担当職」には，ど
のような資質・能力が求められていたのかを検討
する。
　₁₉₅₀年代半ば，埼玉大学学生部の学生課に所属し
ていた浪貝一良は，「新米といえども何でもやらな
くてはならな」かったと回顧している（浪貝，₁₉₉₁: 

₃₅，下線は引用者）。あくまでも一個人の回顧とい
う限界はあるものの，ここから当時の「学生担当
職」に求められた資質・能力の一端が垣間見える。
言いかえれば，「学生担当職」には，学生生活のあ
らゆる側面に担当職務として関与していくことが
求められていたのである。このことは，次に示す
ように前述の文部省の教育白書でも示される。

表 1　「学生担当職」における教職員の役職者一覧（一部の大学）

学生部長 学生課長／補導課長 厚生課長
京都大学 木村作次郎（教員（教官）） 光田作治（事務職員（事務官）） 角南正志（事務職員（事務官））
京都工芸繊維大学 中島萬朶（教員（教官）） 岡田義雄（事務職員（事務官）） 岡田義雄（事務職員（事務官））
名古屋大学 須賀太郎（教員（教官）） 倉本雄三郎（事務職員（事務官））―

神戸大学 加藤一郎（教員（教官）） 芳賀国作（事務職員（事務官）） 山村武夫（事務職員（事務官））
愛知学芸大学 福田嘉太郎（教員（教官）） 竹島清治（教員（教官）） ―

鳥取大学 行元自忍（事務職員（事務官）） 須崎幸一（事務職員（事務官）） 相場一英（事務職員（事務官））
岡山大学 松本良彦（教員（教官）） 賀茂真杜（事務職員（事務官）） 木下武男（教員（教官））

（注 ₁ ） 「学生部長」については，各大学で名称が異なる場合がある。京都工芸繊維大学では「補導厚生部長」，愛知学芸大
学では「教務補導部長」，岡山大学では「厚生補導部長」と定めている。なお，愛知学芸大学は，改称され現在の愛
知教育大学に至る。

（注 ₂ ） 本表中の「―」は，「学生部職員名簿」上，該当する課（組織）自体の記載がないことから付している。
（注 ₃ ） 本表では，「学生部職員名簿」に記載のある国立大学のうち，本稿の ₃. においても考察する ₇ 大学を抽出している。
〔出典〕 「学生部職員名簿」の pp. ₈₂-₈₃ より筆者作成

図 2　「学生部」における教職員構成
〔出典〕「学生部職員名簿」の pp. ₇₆-₈₅ より筆者作成（単
位：大学数）

11

6

55

教員（教官）のみ

事務職員（事務官）のみ

教員，事務職員の双方
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　「理念的な基礎付けを持つすぐれた教育技術者
であるとともに，修学指導・課外活動・助言相
談・経済的援助・健康管理・就職あっ旋など，
多方面の分野を包括する仕事についての専門的
知識を必要とし，さらにそれを大学の内部で組
織的に実施する実務的才能を要する（以下，
略）」（文部省，₁₉₅₃: ₁₇₀，下線は引用者）

　以上を整理すれば，「学生担当職」は，「すぐれ
た教育技術者」（文部省，₁₉₅₃: ₁₇₀）であり，か
つ「専門的知識」（文部省，₁₉₅₃: ₁₇₀）及び「組
織的に実施する実務的才能」（文部省，₁₉₅₃: ₁₇₀）
を有する者が想定されていたことが分かる。これ
は，前述の文部省の西田亀久夫や元東京大学学生
部長の長谷川修一による論考からも明らかであり，

「学生担当職」には次に述べるような特有の性格が
あること，そして，「教員（教官）」及び「事務職
員（事務官）」のいずれもそれを遂行するための資
質・能力が求められる実状があった。

　「学生部の仕事が高度の専門的訓練を必要とす
るものである限り，単なる行政組織の整備だけ
では，学生部の本当の充実強化はできないと思
い」（西田，₁₉₈₉: ₉，下線は引用者）

　「教官といえども，学生部の部課長となれば，
大学行政の機構の中に組み込まれている以上は，
行政官として機能するものであることは勿論で
あるが，専門分野の研究教授とは別に，教官と
しての厚生補導」における教育的識見と学生に
対する指導能力が期待されていることは当然で

（中略）このような期待は，（中略）等しく事務
職員である部課長にもかけられていると見るべ
きであろう。」（長谷川，₁₉₇₅: ₈，下線は引用
者）

　しかしながら，上記の「専門分野の研究教授」
（長谷川，₁₉₇₅: ₈）を主とした職務としてきた
「教員（教官）」からすれば，「学生担当職」として
その担当職務を行うことに対して十分な理解が進
んでいなかった状況があったことは想像に難くな

い。この点について，前述の教育白書には次のよ
うな記述が見られる。

　「大学教授についても伝統的な考え方には，そ
の専門的な教科の指導以外に，学生の全人的な
発達に寄与するための助言指導の責任を負担す
ることさえ，一種の『雑務』と見なす傾向があ
る。」（文部省，₁₉₅₃: ₁₇₁，下線は引用者）

　以上から，「教員（教官）」，あるいは，「事務職
員（事務官）」としてどこまで関与するのか，その
担当職務をどのように位置づけるのか，現在の

「学生担当職」の担当職務のあり方をめぐる課題に
繋がり得る論点でもある。いずれにせよ，「学生担
当職」として求められる資質・能力をもった担い
手をいかに輩出していくのかについては，次節で
詳述する₁₉₅₀年代以降の「学生担当職」をめぐる
一連の研修で喫緊の課題となっていた₁₂。

3 ．研修事例にみる「学生担当職」の担い
手の特徴―「第 3回研修」（1956年）―

　「戦後を通観した現職研修の歴史的検討」を行っ
た佐藤（₂₀₁₃）の先行研究では，一般に「現職研
修に関する研究は，圧倒的に理論的，実践的研究
が主流であり，歴史的研究についての関心は決し
て高くない」（佐藤，₂₀₁₃: ₁）という。そして管
見の限り，「学生担当職」に関する現職研修（関連
する研修を含む），講習等の先行研究についても同
様の状況である。
　そこで，まず，₁₉₅₀年代に開催された主な「学
生担当職」の研修動向を時系列で整理する（₃.₁）。
次に，具体的な研修事例として採り上げる「第 ₃
回研修」の実施概要を述べた上で（₃.₂），そこに
関与した「学生担当職」をめぐって，「講師」，「受
講者」及び「助言者」に焦点を当て，その実態と
特徴を分析する（₃.₃，₃.₄）。

3.1　分析事例としての「第3回研修」の位置づけ
　戦後初期の₁₉₅₀年代は，佐藤によれば，戦後教
育改革の中で各種の研修，講習，研究会等が開催
された時期である（佐藤，₂₀₁₃）。これは，後述す

₁₂ 文部省編（₁₉₆₄: ₃₂₅），文教制度調査会編（₁₉₇₂: ₉₄）を参照。具体的には，「業務内容の向上をめざす職員研修は，昭和
₂₆年以降，全国各地で継続的に行われた」（文部省編，₁₉₆₄: ₃₂₅；文教制度調査会編，₁₉₇₂: ₉₄）との記述がある。なお，
ここでいう「職員」は，前述脚注 ₁ の「教職員」と同義であると考える。
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るように「学生担当職」における関連の研修等で
も同様であった。そして，本項で採り上げる「第
₃ 回研修」を含む補導職員研修会は，₁₉₅₃年から
₁₉₅₇年までに合計 ₄ 回実施された（表 ₂ 参照）。
　こうした当時の開催状況について都留は，「研究
会や研修会は，（中略）全国各地で盛んに開催さ
れ，関心を持つ多数の大学教員・職員が参加した」

（都留，₁₉₉₄: ₄，下線は引用者）と述べている。
ここでは本分析の前提として，「第 ₃ 回研修」を分
析事例に採り上げる理由を以下 ₂ 点で整理してお
きたい。第 ₁ の理由は，「第 ₃ 回研修」が「IFEL

厚生補導部門」（₁₉₄₉年～₁₉₅₁年）を皮切りに
（蝶，₂₀₁₅），厚生補導研究会（₁₉₅₁年～₁₉₅₂年），
厚生補導特別研究会（₁₉₅₅年）の開催経緯を踏ま
えて行われた主要な研修の一つと捉えることがで
きるからである₁₃。具体的には，₁₉₅₄年 ₂ 月の文
部省大学学術局学生課長による次のような記述が
残されている。

「『補導職員研修会』も，直接にはこの講習会
（注：厚生補導研究会を指している）の刺激から
出発したものの一つである。」（『第 ₁ 回補導職員
研修会報告書』の序言頁，下線は引用者）

　そして第 ₂ の理由として，「第 ₃ 回研修」が「学
生担当職」の現職者に焦点を当てて開催された

「現職研修」であったからである。「第 ₃ 回研修」

は，現職者が重要な関係者に位置づけられていた
ことからも適例と言える。詳細は次項で検討して
いくが，「第 ₃ 回研修」の「開催目的」には，関係
する「職員の資質と技能の向上をはかること」が
明示されており（後述表 ₃ ），「学生担当職」とし
ての担当職務内容やその必要となる資質・能力の
実相が析出できると考える。加えて，これまで

「第 ₃ 回研修」の実態はもとより，それを含む補導
職員研修会の全体像すら明らかにされてこなかっ
た先行研究の到達点を鑑みれば，「第 ₃ 回研修」を
事例分析することの意義は小さくない。

3.2　実施概要
　次に，「第 ₃ 回研修」の「開催目的」，「研修方
法」及び「受講者資格」を順に整理したい。表 ₃
より，『開催目的』，『研修方法』，『研修方法』の ₃
点が掲げられた。特に，「受講者資格」を見ると，

「全国の大学」等の「教職員」とされ，「学生の厚
生補導に相当の経験がある者」，「なるべく従来の
研修会に出席できなかった者」であることが明示
された。これは，前述 ₂ ．の「学生部」における
教員，事務職員は，概ね対象者と言える。

3.3　「講師」及び「受講者」の特徴
　はじめに「講師」についてである。後述図 ₃ に
示すように，「第 ₃ 回研修」の全「講師」（₂₂人）
に対して，「教員（教官）」が₆₈.₂％（₁₅人）で大

₁₃ 「第 ₃ 回研修」を含む当時の開催状況に関連して及川は，「厚生補導研究会により，学生の全人教育を目指す新しい学生
支援の考え方が受け入れられ，各地で活発な研究集会が行われた」（及川，₂₀₁₂: ₁₄₈）と指摘する。

表 2　1950年代に関わる「学生担当職」の主な研修・研究会

開催年 研　修　名 主な主催（実施）者
₁₉₄₉年～₁₉₅₁年 IFEL 厚生補導部門 文部省，CIE

₁₉₅₁年～₁₉₅₂年 補導・厚生研究会 文部省，CIE， ₃ 大学（会場大学）
₁₉₅₃年 第 1回補導職員研修会 文部省，東京大学（会場大学）
₁₉₅₄年 第 2回補導職員研修会 文部省，九州大学（会場大学）
₁₉₅₅年 厚生補導特別研究会 文部省，東京大学（会場大学）

1956年 第 3回補導職員研修会
（本稿では，「第 3回研修」と略記） 文部省，京都大学（会場大学）

₁₉₅₇年 第 4回補導職員研修会 文部省，東北大学（会場大学）

（注） 「IFEL 厚生補導部門」には，大学行政官講習・補導の部，女子補導講習，学生指導
講習が含まれている（蝶，₂₀₁₅）。「補導・厚生研究会」は，京都大学，九州大学，東
京大学の ₃ 大学で ₁ 度ずつ開催されている。

〔出典〕文部省大学学術局学生課編（₁₉₅₃: ₆），厚生補導特別研究会編集委員会編（₁₉₇₁: 
₁₁₂-₁₁₃），文部省（₁₉₅₅），蝶（₂₀₁₅），加えて，『第 ₁ 回補導職員研修会報告書』，

『第 ₂ 回補導職員研修会報告書』，『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』，『第 ₄ 回補導職
員研修会報告書』で開催年及び主な主催者を確認し，筆者作成
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部分を占めていた。一方で，「事務職員（事務官）」
は，₁₈.₂％（ ₄ 人）だった。これは，表 ₃ 中の「開
催目的」に「必要な専門的知識・科学的方法論」
や「実務についての技能を習得させること」が掲
げられており，教員（研究者）が有する専門的知
識は不可欠であったことも推測される。
　続いて「受講者」についてである。図 ₄ に示す
ように，「第 ₃ 回研修」の全「受講者」（₅₇人）の
うち，「係長（主事補・主任）」で₄₀.₄％（₂₃人）
と多数を占め，次に「係員（その他を含む）」で
₃₆.₈％（₂₁人）だった。前述の「講師」では「教
員（教官）」が多くを占めていたが，「受講者」で
は₇.₀％（ ₄ 人）にとどまっていた。また，「部
長・課長（主事・心得）」が占める人数は少なく
なっていることから，「第 ₃ 回研修」後に将来的に
各大学で「学生担当職」の担い手の中心となり得
る「係長（主事補・主任）」，「係員（その他を含

む）」の「事務職員（事務官）」が「受講者」とし
て育成が図られていたと考えられる。

3.4　「助言者」の特徴とその後の役割
　そして，「第 ₃ 回研修」の事例で見られる特徴と
して「講師」及び「受講者」に加え，特に注目す
べき存在が「助言者」と称された者である。「助言
者」は，「全期間を通じて部会を助言指導する」者
であり，前述の「講師」とは異なる性格を有して
いた（『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』，p ₄）。そ
れは，次の「助言者」に関する記述に明らかであ
る通り，「人選」には相当程度の注意が払われてい
た（『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』，p ₄）。

　「助言者に適任者を得るかどうかは，この研修
会（注：「第 ₃ 回研修」）の成果に重大な影響を
及ぼすので，助言者の人選には最大の考慮が払

表 3　「第 3回研修」の開催概要

開催目的

・学生部関係職員の資質と技能の向上をはかることを目的とし，次の諸点に研修の目標をおく。
①厚生補導の基本的な原理と，その領域全般についての理解を深めることにより，厚生補導の衝にあたる者

としての見識を高めること。
②厚生補導の業務内容を進歩させるのに必要な専門的知識・科学的方法論および実務についての技能を習得
させること。

③わが国大学の現実における厚生補導の諸問題に対処し，これを解決していく能力を育成すること。
研修期間 ₁₉₅₆年 ₇ 月₃₀日～₁₉₅₆年 ₈ 月₂₅日

研修方法 ・「総論」の主題について，全参加者が共通の研究を行う。
・「各論」の主題について，設置された部会別に専門的研究を行う。

受講者資格

・全国の大学，短期大学の教職員であって，次の諸条件に合致する者。
⑴学生部関係の現職者
⑵大学，高等専門学校卒業者またはこれと同等以上の学力を有すると認められる者
⑶学生の厚生補導に相当の経験がある者
⑷研修期間中これに専念できる者
⑸なるべく従来の研修会に出席できなかった者
⑹健康であって， ₄ 週間の研修にたえる者
　⑴，⑵，⑶の条件に合致しない場合でも，学長の特別の推薦がある場合には，特に考慮する。

〔出典〕『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』の pp. ₅-₇ より筆者作成

図 3　「第 3回研修」の「講師」
〔出典〕『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』の pp. ₁₆₉-₁₇₀ よ
り筆者作成（単位：人）
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3
教員（教官）

事務職員（事務官）

その他

図 4　「第 3回研修」の「受講者」
〔出典〕『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』の pp. ₁₇₀-₁₇₂ よ
り筆者作成（単位：人）

9

23

21

4 部長・課長（主事・心得）

係長（主事補・主任）

係員（その他を含む）

教員（研究者等を含む）
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われ（後略）」（『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』，
p ₄，下線は引用者）

　以上の記述から，「助言者」という存在が「第 ₃
回研修」において重要視されていたことが確認で
きる。そこで，実際にどのような者が「助言者」
に就いていたのだろうか。以下で後述するように，

「第 ₃ 回研修」の「助言者」は，大半が各大学の
「教員（教官）」であり，「学生部」に何らかの関係
を有していた者であったことが見て取れる。そし
て「教員（教官）」の「助言者」には，学生に対す
る教育指導や取組に熱心な者が見られ，その後も
各大学で「学生担当職」の中核者としての役割を
担っていく者が多数含まれていた。
　例えば，表 ₄ より井上吉之は，学生の様々な問
題に造詣が深く₁₄，京都大学補導部長，同大学学
生部長を歴任し，後に東京農工大学学長も務めた

（作道編，₁₉₇₉: ₆₃₂）。また同様に，石井完一郎
は，₁₉₅₆年に「京都大学学生懇話室の設立ととも
に，そのカウンセラーを委嘱され，以来₂₇年間に
わたって京都大学学生の教育相談に携わ」ってお
り（京都大学広報委員会，₁₉₉₀: ₈），日米の自殺
に関する専門的な研究も推進していた（石井，
₁₉₈₄）。『現代教育指導論』（₁₉₅₃年），『自立のす

すめ』（₁₉₈₄年）といった学生に対する教育指導，
ガイダンスに関わる代表的著書も記し，長らく京
都大学の「学生担当職」に関わる中心的な役割を
担っていた。加えて，中島萬朶は，学生自治や学
生運動について専門的な知見を持ち，京都工芸繊
維大学補導厚生部長，同大学学生部長を歴任して
いた（中島，₁₉₆₃；京都工芸繊維大学開学₁₀₀周
年・大学創立₅₀周年事業マスタープラン委員会記
念誌刊行専門部会編，₂₀₀₁: ₅₀₇, ₅₂₇）。
　更に，「事務職員（事務官）」が「助言者」と
なっていたことに着目したい。表 ₄ より，角南正
志は，京都大学厚生課長をはじめ，同大学学生部
の「学生主事補，係長，課長，部長，次長の職を
歴任」（角南，₁₉₇₄: ₂₄）していた。角南は，「当
時としては年若くして，学生課長に任命された。
未熟であったし，激動のさなかであったので，奔
走させられ，失敗もした」（角南，₁₉₇₄: ₂₉）と回
顧しており，自身が「事務職員（事務官）」として
いかに担当職務に取り組んでいくか模索していた
ことが窺われる。このように，各大学で学生課長
等を務め，「生活指導」，「奨学援護」，「職業指導」
といった担当職務を遂行していた「事務職員（事
務官）」が，「助言者」として「助言指導」の重要
な一翼を担っていたのである。

表 4　「第 3回研修」の「助言者」

「助言者」の氏名 役職・分野 所属大学・職名
井上吉之 主任 教員 京都大学農学部長
木村作治郎 主任 教員 京都大学学生部長
松村彰一 学業指導 教員 京都工芸繊維大学教授
中島萬朶 学業指導 教員 京都工芸繊維大学補導厚生部長
光田作治 生活指導 事務職員 京都大学学生課長
石井完一郎 生活指導 教員 京都大学補導主事
角南正志 奨学援護 事務職員 京都大学厚生課長
浅海英三 奨学援護 ― 京都大学補導主事
谷口善之 健康管理 教員 大阪歯科大学教授
立花孝 健康管理 教員 光華女子短期大学講師
大江直吉 職業指導 事務職員 同志社大学学生課長
斎藤亥三郎 職業指導 教員 同志社大学学生部長

（注 ₁ ）職名に関して不明な場合は「―」を付している。
（注 ₂ ）本表では一部，私立大学，短期大学等の関係者を含んでいる。
〔出典〕『第 ₃ 回補導職員研修会報告書』の pp. ₁₆₉-₁₇₀，「学生部職員名簿」

の pp. ₈₂-₈₃ 及び p ₉₆ より筆者作成

₁₄ 井上は，「学生問題管見」という論考の中で，「教育にしても補導にしても，教官と学生とが膝を交えて談議することに
よってのみ大きな進歩が期待できるのである」（井上，₁₉₆₆: ₉）とし，「学生担当職」の担当職務の重要性を示唆してき
た人物と言える。
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4 ．おわりに

　本稿では，₁₉₅₀年代半ばの「学生担当職」の担
い手の特徴と役割について，当時の「学生部」の
組織体制を含めた担い手の実態とその背景を掘り
起こしながら明らかにしてきた。以下，改めて本
稿で得られた知見を整理，考察し，残された課題
を述べたい。
　分析の結果を整理すると，まず，「学生担当職」
の担い手には，「教員（教官）」及び「事務職員

（事務官）」の双方が就いていたことである（₂．）。
次に，「学生担当職」の担い手には，教育的かつ実
務的，実践的な資質・能力が求められていたこと
である（₂．）。そして，こうした「担い手」の一部
には，その後も各大学で「学生担当職」に関わる
中心的な要職に就いていたことが窺われる（₃．）。
このことは何を意味するのだろうか。以下， ₃ 点
考察する。
　第 ₁ に，₁₉₅₀年代半ばにおける「学生担当職」
を教員，事務職員の双方が担当して行われてきた
ことは，現代の学生支援の職務のあり方（協働，
分担）に実践的示唆を与える。第 ₂ に，「学生担当
職」に求められた資質・能力は，あくまでも「第
₃ 回研修」の事例という限定的な実態からではあ
るが，教員，事務職員の双方がともに「講師」，

「受講者」，「助言者」として協力して教え学ぶこと
が形成された動きが見て取れる。ただし，これら
の教員，事務職員が各大学で「学生担当職」とし
ての業務を進めていくことは別の課題であったこ
とは想像に難くない。以上から，今日の大学にお
ける「学生担当職」の専門職化の議論の進展を展
望する上で，「学生担当職」に対しどのような資
質・能力が求められたのか，そこでの担当職像は
いかなるものだったのか，という論点が浮かび上
がる。そして，以上の ₂ 点を総合的に検討すれば，
一方では，「厚生補導」に特有の目的や理念，活動
内容をはじめ，特に₂.₂.₂で述べた「学生担当職」
に求められた資質・能力の具体的諸相については
混乱した状況とも言えよう。単に担当する教員，
事務職員による乗りあい的な組織体制を整備する
だけではなく，また，即時的な対応に終始する資

質・能力を育成するだけではなく，「学生担当職」
の担い手像，教職員像を再定位することが求めら
れている。残された課題は，「学生担当職」のう
ち，各大学で多くの担当職務の遂行をリードして
きた「学生部長」の全体像を詳しく検討すること
である₁₅。この点については，別稿を期したい。

参考文献

天野郁夫（₂₀₁₃）『大学改革を問い直す』慶應義塾
大学出版会．

文教制度調査会編（₁₉₇₂）『戦後文部省₂₅年史』文
教制度調査会．

中央教育審議会大学分科会質保証システム部会
（₂₀₀₉）「大学における社会的・職業的自立
に関する指導等（キャリアガイダンス）の
実施について（審議経過概要）」平成₂₁年
₁₂月₁₅日．http://www.mext.go.jp/b_menu/

shingi/chukyo/chukyo₄/houkoku/₁₂₈₈₂₄₈.

htm（₂₀₁₉年 ₈ 月₂₅日）
蝶慎一（₂₀₁₂）「新制大学における『厚生補導』が

大学基準に追加される経緯に関する一考察
―「学 徒 厚 生 審 議 会」の 審 議 過 程 と 答 申

（₁₉₅₁年 ₅ 月）の分析を中心に―」『大学教育
学会誌』，₃₄（₂），₁₃₀-₁₃₈．

蝶慎一（₂₀₁₅）「戦後日本における『厚生補導』の
端緒に関する一考察―『IFEL 厚生補導部門』
の実態とその役割を中心に―」『高等教育研
究』，₁₈，₁₂₉-₁₄₉．

学徒厚生審議会編（₁₉₅₈）「答申 ₁ ．大学における
学生の厚生補導に関する組織およびその運営
の改善について」（国立教育政策研究所教育図
書館所蔵）．

後藤英夫（₁₉₉₀）「国立大学の事務局―現場からの
反省と提案―」『IDE 現代の高等教育』，₃₁₁，
₂₁-₂₇.

長谷川修一（₁₉₇₅）「学生部職員の研修のあり方に
ついて」『厚生補導』，₁₁₂，₂-₁₂．

橋場論（₂₀₁₆）「学生支援を担当する職員に求めら
れる能力とその開発：専門職の配置と専門性の
向上を巡って」『大学職員論叢』，₄，₄₁-₄₇．

羽田貴史（₂₀₁₀）「高等教育研究と大学職員論の課

₁₅ 「学生部長」の歴史的な位置づけを分析した先行研究には，米国大学の「女子学生部長」を扱った研究成果（坂本，₁₉₉₂）
がある。日本では，戦前については「学生監」や「学生主事」の関連規定を素描した研究（吉田，₁₉₈₅: ₂₆-₂₇；永田，
₂₀₁₀）は見られるが，戦後初期から現代に至る動向については研究上空白となっている。
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題」『高等教育研究』，₁₃，₂₃-₄₂．
羽田貴史（₂₀₁₃）「大学職員論の課題」『大学職員

論叢』，₁，₁₅-₂₃．
林賢市（₁₉₇₅）「厚生補導における教員の役割」

『厚生補導』，₁₁₂，₄₀-₄₆．
補導・厚生研究會編（₁₉₅₂）「大學に於ける學生の

個人補導」補導・厚生研究會（日本社会事業
大学附属図書館所蔵）．

保坂雅子（₂₀₀₁）「アメリカの学生担当職員養成教
育の性格―標準化への取り組みにみる―」

『広島大学大学院教育学研究科紀要』，第三部，
₅₀，₅₀₁-₅₀₈．

川島啓二（₂₀₁₈）「学生支援についての学長等の認
識」日本学生支援機構学生生活部学生支援企
画課編『大学等における学生支援の取組状況に
関する調査（平成₂₉年度）』日本学生支援機構，
₈₁-₉₀．https://www.jasso.go.jp/sp/about/

statistics/torikumi_chosa/₂₀₁₇.html（₂₀₁₉年
₈ 月₂₆日）

加澤恒雄（₂₀₁₄）「教職員」今野喜清・新井郁男・
児島邦宏編『第 ₃ 版 学校教育辞典』教育出
版，₂₅₆．

市川昭午（₂₀₁₅）『教職研修の理論と構造 養成・
免許・採用・評価』教育開発研究所．

今津孝次郎（₂₀₁₂）『教師が育つ条件』岩波書店．
井下理（₂₀₁₅）「FD と SD の統合による組織的職

能開発―教員の立場から見た学習・学生支援
の態勢強化―」『大学職員論叢』，₃，₇-₁₈．

井上吉之（₁₉₆₆）「学生問題管見」『厚生補導』，₂，
₂-₁₀．

石井完一郎（₁₉₅₃）『現代教育指導論：現代社会に
対する教育の緊張』理想社（国立国会図書館
所蔵）．

石井完一郎（₁₉₈₄）『自立のすすめ：大学受験生の
父兄のために』京都大学生活協同組合．

小島佐恵子（₂₀₁₄）「国内事例にみる学生支援の評
価―GP 事業を例に―」『大学教育学会誌』，
₃₆（₁），₈₅-₈₈．

厚生補導特別研究会編集委員会編（₁₉₇₁）『学生カ
ウンセリングの基礎的研究：厚生補導特別研
究会報告書』学園書房（東京大学柏図書館所
蔵）．

葛城浩一（₂₀₁₅）「 ₁ 章 ボーダーフリー大学生が
学習面で抱えている問題」居神浩編『ノンエ

リートのためのキャリア教育論―適応と抵抗
そして承認と参加―』法律文化社，₂₉-₄₉．

教育事業研究会編（₁₉₈₁）「₁₉．大学教育の改善に
ついての答申」『中央教育審議会答申総覧』
ぎょうせい，₁₁₂-₁₅₃．

京都大学広報委員会（₁₉₉₀）「石井完一郎 名誉教
授」『京大広報』，₄₀₁，₈．http://hdl.handle.

net/₂₄₃₃/₂₀₉₇₅（₂₀₁₉年 ₈ 月₃₀日）
京都工芸繊維大学開学₁₀₀周年・大学創立₅₀周年事

業マスタープラン委員会記念誌刊行専門部会
編（₂₀₀₁）『京都工芸繊維大学百年史』京都工
芸繊維大学百周年事業委員会．

文部省（₁₉₅₂）『教育の問題としての学生運動』文
部省．

文部省（₁₉₅₃）『わが国教育の現状―教育の機会均
等を主として―』文部省．

文部省（₁₉₅₄）『学制八十年史』帝国地方行政学
会．

文部省（₁₉₅₅）「第 ₃ 章 大学教育」『昭和₃₀年度 

文 部 省 第 ₈₃ 年 報―₁₉₅₅―』文 部 省，₁₄-₁₈
（国立国会図書館所蔵）．

文部省大学学術局学生課（₁₉₅₃a）「資料 昭和₂₈年
度学生課事業計画の概要」『学生生活時報』，
₁，₅₂-₅₅（国立国会図書館所蔵）．

文部省大学学術局学生課（₁₉₅₃b）「資料 学生補導
職員の研修について」『学生生活時報』，₁，
₅₅-₅₉（国立国会図書館所蔵）．

文部省大学学術局学生課長（不明）「序言」文部省
大学学術局学生課編『第 ₁ 回補導職員研修会
報告書』文部省大学学術局学生課，序言頁

（国立国会図書館所蔵）．
文部省大学学術局学生課編（₁₉₅₃）『学生助育総論

―大学における新しい学生厚生補導―』全国
学生補導厚生研究会連合会（東京大学教育学
部図書室所蔵）．

文部省大学学術局学生課編（₁₉₅₇）「〔附録〕全
国・公・私立（短期大学を除く）学生部職員

（部・課長）名簿」『学生生活時報』，₁₀，₇₆- 

₉₉（国立国会図書館所蔵）．
文部省大学学術局学生課編（不明）『第 ₁ 回補導職

員研修会報告書』文部省大学学術局学生課
（国立国会図書館所蔵）．

文部省大学学術局学生課編（不明）『第 ₂ 回補導職
員研修会報告書』文部省大学学術局学生課

大学評価・学位研究　第21号（2020）



蝶：1950年代半ばにおける「学生担当職」の担い手に関する一考察 15

（国立教育政策研究所教育図書館所蔵）．
文部省大学学術局学生課編（不明）『第 ₃ 回補導職

員研修会報告書』文部省大学学術局学生課
（国立教育政策研究所教育図書館所蔵）．

文部省大学学術局学生課編（不明）『第 ₄ 回補導職
員研修会報告書』文部省大学学術局学生課

（「蝋山政道旧蔵審議会関係資料」所収，請求
記号 AZ-₃₁₁-₂₄₈，₆₂（教育制度 ₇ ），国立国
会図書館議会官庁資料室所蔵）．

文部省編（₁₉₆₄）『学制九十年史』大蔵省印刷局．
村田晋也・小林直人（₂₀₁₅）「正課教育，準正課教

育，正課外教育―『愛大学生コンピテンシー』
の育成のために―」『大学時報』，₆₄（₃₇₈），
₄₂-₄₇．

長尾由希子（₂₀₁₈）「就職活動における性的マイノ
リティ（LGBTQ）学生の支援―服装規範を中
心に―」『キャリア教育研究』，₃₆（₂），₃₁-₃₉.

永田英明（₂₀₁₀）「東北帝国大学における学生監督
組織とその文書」『東北大学史料館紀要』，₅，
₆₄-₇₅．

中井俊樹・齋藤芳子（₂₀₀₇）「アメリカの専門職団
体が描く学生担当職員像―学生担当職のため
の優れた実践の原則―」『名古屋高等教育研
究』，₇，₁₆₉-₁₈₅．

中島萬朶（₁₉₆₃）「大正デモクラシーと学生社会運
動」『京都工藝繊維大學繊維學部學術報告』， 

₄（₁），₁₄₅-₁₅₀．
浪貝一良（₁₉₉₁）「厚生補導に関する自分史―本籍

は学生部―」『大学と学生』，₃₀₄，₃₄-₃₅．
二宮祐・小島佐恵子・児島功和・小山治・濱嶋幸

司（₂₀₁₇）「高等教育機関における新しい『専
門職』―政策・市場・職能の観点から―」『大
学教育研究ジャーナル』，₁₄，₁-₂₀．

西田亀久夫（₁₉₈₉）「学生部論―戦後激動期の₂₀年
と未解決の課題―」『IDE 現代の高等教育』，
₃₀₅，₅-₁₅．
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及川恵（₂₀₁₂）「₂ 学生支援」京都大学高等教育研
究開発推進センター編『生成する大学教育学』
ナカニシヤ出版，₁₄₅-₁₅₄．

小貫有紀子（₂₀₀₇）「米国高等教育における学生支
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文．
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岩波書店，₁₄₅-₁₆₈．
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書房．
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育の成立過程』学術出版．
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舘野泰一（₂₀₁₈）「第 ₃ 章 大学におけるリーダー
シップ教育の事例」舘野泰一・高橋俊之編
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都留春夫（₁₉₉₄）「第 ₁ 章 学生相談の理念」小谷
英文・平木典子・村山正治編『学生相談』星
和書店，₃-₁₈．
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［ABSTRACT］

Academic and Non-Academic University Staff of Student Affairs  
during the Early Period of Post-War Japan:  

Focusing on the Staffing and In-Service Training in the Mid-₁₉₅₀s

CHO Shinichi*

　In Japanese higher education, ＂student affairs＂ and ＂welfare and guidance＂ play an important role. How-

ever, in recent research on higher education, the exploratory concept of ＂the academic and non-academic 

staff of student affairs＂ is not necessarily clear after World War II. Relying on primary sources which I 

unearthed and collected, this study examined the historical role of ＂the academic and non-academic univer-

sity staff of student affairs＂ in the mid-₁₉₅₀s in Japanese higher education. As a result, the importance of 

analyzing the staffing in ＂the department of student affairs＂ and the in-service training is shown.

*　Assistant Professor, National Institution for Academic Degrees and Quality Enhancement of Higher Education

Research on Academic Degrees and University Evaluation, No. ₂₁ （₂₀₂₀）


